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平成 28 年 11 月 24 日 

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン株式会社

平成 28 年度上半期業績報告 

プルデンシャル・グループ[プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン、プルデ

ンシャル生命、ジブラルタ生命、PGF 生命（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャ

ル生命）]の平成 28 年度上半期（平成 28 年 4 月 1 日～平成 28 年 9 月 30 日）の業績につ

いて、下記の通りお知らせいたします。

契約業績（生命保険会社３社合算：個人保険・個人年金保険）

○新契約高は、4 兆 2,659 億円、前年同期から 2.0％の増加

○保有契約高は、73 兆 7,311 億円、前年度末から 0.2％の増加

損益関係（プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結）

○経常収益は、1 兆 4,478 億円、前年同期から 7.3％の増加

○経常利益は、835 億円、前年同期から 6.0％の増加

○親会社株主に帰属する中間純利益は、522 億円、前年同期から 14.2％の増加

以上



* 上記は「個人保険 + 個人年金保険」の金額または件数です。

*

* 売買目的有価証券以外の有価証券のうち、時価のあるもの

5,279 45.354,99961,115 ▲ 10.0 7,672

15,058

基礎利益 （百万円） 82,21084,915 18,521 5.5▲ 3.2 19,539

うち国内株式 （百万円） 71,78287,844 ▲ 16,062 ---▲ 1,998

新契約年換算保険料 （百万円）

▲ 17.2240,116289,965

41,722 ▲ 7.192,11996,098

▲ 3.4 376,221

30,135▲ 4.1 33,934

▲ 3.6

21,072

保険料等収入 （百万円） 1,087,3931,125,162

増減率（％）

33 ▲ 1.6

H27年度末

10,850,16911,088,948

増減率（％）

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）

1.5

1.9

▲ 1.2

148

H28年度
上半期末

H27年度末

5.1 163

保険料等収入は保険持株会社プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパンの連結数値です。

H27年度末

新契約件数 （千件）

205,353889,880 ▲ 2.5

56,72470,788 ▲ 14,064

H28年度
上半期末

H27年度末 増減額
H28年度
上半期末

H27年度末 増減額

平成28年度上半期契約業績（生命保険会社３社合算）

H28年度
上半期

H27年度
上半期

増減率（％）
H27年度
上半期

増減率（％）
H28年度
上半期

H27年度
上半期

増減率（％）
H28年度
上半期

増減率（％）
H28年度
上半期

H27年度
上半期

注1

1.契約の状況等

3社合算値は、各社の百万円未満切り捨て数値の単純合算であり、連結数値ではありません。（※保険料等収入を除く）
新契約件数は各社の千件未満切り捨て数値を単純合算しています。

３社合算　(注1) プルデンシャル生命
ＰＧＦ生命

（プルデンシャル
ジブラルタ ファイナンシャル生命）

ジブラルタ生命

389,432

▲ 21.9

386,615 ▲ 2.7 612,405635,316

44,891 16,46312.6

▲ 14.2334,1831,892,3181,762,619 7.40.52.0 2,039,4172,028,7994,265,9184,180,850

保有契約年換算保険料 （百万円） 1,666,1501,685,537

H28年度
上半期末

H27年度末 増減率（％）

新契約高 （百万円）

0.7 34,784,919 ▲ 0.6 4,063,5243,986,277

208,441

総資産 （百万円） 15,524,85915,620,780

H28年度
上半期末

増減率（％）

0.0 867,373

34,979,807

H27年度末
H28年度
上半期末

2.資産の状況等

34,882,69234,635,788

３社合算　(注1) プルデンシャル生命 ジブラルタ生命

保有契約高 （百万円） 73,731,13573,601,872 0.2

590,336590,304

増減率（％）
H28年度
上半期

H27年度
上半期

増減率（％）
H28年度
上半期

H27年度
上半期

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

ＰＧＦ生命
（プルデンシャル

ジブラルタ ファイナンシャル生命）
ジブラルタ生命

有価証券 （百万円） 2,388,9832,301,029 916,064 22,62787,954 938,691 2,1021,402,1811,338,957 63,224 48,111

ソルベンシー・マージン比率 （%） 784.1 833.8866.6 936.3890.0810.5

3.含み損益

46,008

4.利益

H27年度
上半期

▲ 0.6 4,308,7904,185,519

増減率（％）
H28年度
上半期

H27年度
上半期

増減率（％）
H28年度
上半期

３社合算　(注1) プルデンシャル生命

H27年度末

17,056

2.9

３社合算　(注1) プルデンシャル生命

H28年度
上半期末

H27年度末 増減額
H28年度
上半期末

増減額

H28年度
上半期末

32

増減率（％）

2.8413393

H27年度末

10.5 218212

H28年度
上半期末

増減率（％）

H27年度末 増減率（％） H27年度末 増減率（％）
H28年度
上半期末

346,313 5.7365,900▲ 2.2

H28年度
上半期末

  2



3

連結ソルベンシー・マージン比率
H27年度末

H28年度
上半期末

933.9% 940.1%

総資産
H27年度末

H28年度
上半期末

増減率（％）

154,977 154,223 ▲ 0.5

親会社株主に帰属する
中間純利益

H27年度
上半期

H28年度
上半期

増減率（％）

457 522 14.2

経常利益
H27年度
上半期

H28年度
上半期

増減率（％）

787 835 6.0

保険料等収入　
H27年度
上半期

H28年度
上半期

増減率（％）

11,251 10,873 ▲ 3.4

プルデンシャル・ホールディング・オブ・ジャパン連結

（単位：億円）

経常収益
H27年度
上半期

H28年度
上半期

増減率（％）

13,496 14,478 7.3
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中間連結貸借対照表 
（単位：百万円）

期　　別　 平成27年度末 平成28年度
要約連結貸借対照表 中間連結会計期間末

（2016年3月31日現在） （2016年9月30日現在）

　科    目 金　　額 金　　額

251,714 404,542
62,610 50,465

2,302 2,309
13,488,253 13,224,243

1,069,094 1,096,542
120,836 109,919

84,620 81,894
17,549 12,844

311,390 349,526
1,436 1,540

89,084 89,693
△  1,132 △  1,186

15,497,759 15,422,335

14,211,186 14,206,190
70,869 70,034

14,104,336 14,103,420
35,980 32,735
32,991 31,396

356,286 251,789
95,709 96,675

2,081 2,234
196,742 205,237
196,742 205,237

14,894,997 14,793,524

47,105 47,105
96,334 96,334

247,351 264,587
390,791 408,027
232,448 229,073
△  17,186 △  5,012
△  3,289 △  3,277
211,971 220,783
602,762 628,810

15,497,759 15,422,335

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

特 別 法 上 の 準 備 金

価 格 変 動 準 備 金

支 払 備 金

そ の 他 有 価 証 券 評 価 差 額 金

責 任 準 備 金

契 約 者 配 当 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 負 債

利 益 剰 余 金

株 主 資 本 合 計

金 銭 の 信 託

有 価 証 券

貸 付 金

有 形 固 定 資 産

無 形 固 定 資 産

（資産の部）

現 金 及 び 預 貯 金

買 入 金 銭 債 権

再 保 険 借

そ の 他 負 債

資 産 の 部 合 計

(負債の部）

保 険 契 約 準 備 金

退 職 給 付 に 係 る 資 産

そ の 他 資 産

繰 延 税 金 資 産

貸 倒 引 当 金

再 保 険 貸

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計額 合計

純 資 産 の 部 合 計

負 債 及 び 純 資 産 の 部 合 計

負 債 の 部 合 計

（純資産の部）

資 本 金

資 本 剰 余 金

退 職 給 付 に 係 る 調 整 累 計 額

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益
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中間連結損益計算書 
（単位：百万円）

期　　別　 中間連結会計期間

　科　　目

金　　額 金　　額

1,349,658 1,447,807
1,125,162 1,087,393

213,084 351,220
202,641 193,203

6,877 20,500
1,906 3,997

- 132,534
1,659 983

11,411 9,193
1,270,869 1,364,269

749,899 634,863
158,993 99,579
74,177 50,723
73,288 113,868

283,220 184,087
8 16

12,116 6,398
148,094 180,189
201,426 17
201,408 -

18 17
132,642 542,700

949 307
948 1,567

1,968 6,183
667 2,323
210 290

7,259 -
106,902 524,677

90 55
0 13

820 718
1,571 1,496

11,254 5,066
164,238 163,058
22,662 23,629
78,789 83,538
2,262 5,557
2,250 5,557

11 -
9,350 9,094
1,565 586

83 12
7,702 8,495
5,762 5,933

65,937 74,067
23,769 25,781
△ 3,581 △ 3,950
20,188 21,831
45,749 52,236
45,749 52,236

平成28年度平成27年度

2015年 4月 １日から

2015年9月30日まで 2016年9月30日まで

2016年 4月 １日から

中間連結会計期間

経    常    収    益

保 険 料 等 収 入
資 産 運 用 収 益

利 息 及 び 配 当 金 等 収 入
有 価 証 券 売 却 益
有 価 証 券 償 還 益
金 融 派 生 商 品 収 益
そ の 他 運 用 収 益

そ の 他 経 常 収 益
経    常    費    用

保 険 金 等 支 払 金
保 険 金
年 金
給 付 金
解 約 返 戻 金
再 保 険 払 戻 金
そ の 他 返 戻 金
再 保 険 料

責 任 準 備 金 等 繰 入 額
責 任 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 金 積 立 利 息 繰 入 額

資 産 運 用 費 用
支 払 利 息

有 価 証 券 売 却 損
有 価 証 券 評 価 損
有 価 証 券 償 還 損
金 融 派 生 商 品 費 用
為 替 差 損
貸 倒 引 当 金 繰 入 額
貸 付 金 償 却
賃 貸 用 不 動 産 等 減 価 償 却 費
そ の 他 運 用 費 用
特 別 勘 定 資 産 運 用 損

事 業 費
そ の 他 経 常 費 用

経    常    利    益

そ の 他 特 別 利 益
特    別    損    失

固 定 資 産 等 処 分 損
減 損 損 失

親 会 社 株 主 に 帰 属 す る 中 間 純 利 益

売 買 目 的 有 価 証 券 運 用 損

法 人 税 等 合 計
中 間 純 利 益

税 金 等 調 整 前 中 間 純 利 益
法 人 税 及 び 住 民 税 等
法 人 税 等 調 整 額

価 格 変 動 準 備 金 繰 入 額
契 約 者 配 当 準 備 金 繰 入 額

特    別    利    益

固 定 資 産 等 処 分 益
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（中間連結財務諸表の作成方針） 

 

（1） 連結の範囲に関する事項 

連結される子会社及び子法人等数 8 社 

 連結される子会社及び子法人等は、プルデンシャル生命保険株式会社、ジブラルタ生命保険株式会

社、プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社、プルデンシャル信託株式会社、フ

ァイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー（日本支

店）を営業者とする匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投

資事業有限責任組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資

事業有限責任組合であります。 

 非連結の子会社及び子法人等は、クリスタル・リアルティ有限会社を営業者とする匿名組合 1社でありま

す。 

 非連結の子会社及び子法人等は、総資産、売上高、当期損益及び利益剰余金の観点からみて、いず

れも小規模であり、当企業集団の財政状態と経営成績に関する合理的な判断を妨げない程度に重要性

が乏しいため、連結の範囲から除いております。 

 

（2） 持分法の適用に関する事項 

 非連結の子会社及び子法人等については、連結損益及び利益剰余金に及ぼす影響が軽微であり、か

つ全体としても重要性がないので、持分法を適用しておりません。 

 

（3） 連結される子会社及び子法人等の当中間連結会計期間の末日等に関する事項 

 連結子会社及び子法人等のうち、ロックウッド・ベンチャー・ワン・エルエルシー(日本支店)を営業者とす

る匿名組合、プルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ワン・ジャパン投資事業有限責任

組合及びプルデンシャル・モーゲージ・アセット・ホールディングス・ツー・ジャパン投資事業有限責任組

合の決算日は１２月３１日であり、当中間連結会計期間の末日現在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用して連結しております。ファイナンシャル・アシュアランス・ジャパン株式会社の中間決算日は８月３

１日であり、同日現在の財務諸表を使用し、中間連結決算日との間に生じた重要な取引については、連

結上必要な調整を行っております。 

 

（4） のれんの償却に関する事項 

 のれんは、発生原因に応じて２０年以内での均等償却を行っております。 
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注記事項(中間連結貸借対照表関係) 

 

1. 会計方針に関する事項 

（１） 有価証券（買入金銭債権のうち有価証券に準じるものを含む）の評価は、売買目的有価証券については

時価法（売却原価の算定は移動平均法）、満期保有目的の債券については移動平均法による償却原価法

（定額法）、「保険業における「責任準備金対応債券」に関する当面の会計上及び監査上の取扱い」（日本

公認会計士協会業種別監査委員会報告第２１号）に基づく責任準備金対応債券については移動平均法に

よる償却原価法（定額法）、その他有価証券のうち時価のあるものについては９月末日の市場価格等に基

づく時価法（売却原価の算定は移動平均法）、時価を把握することが極めて困難と認められるものについて

は取得差額が金利調整差額と認められる公社債（外国債券を含む）については移動平均法による償却原

価法（定額法）、それ以外の有価証券については移動平均法による原価法によっております。その他有価

証券の評価差額については、全部純資産直入法により処理しております。なお、ジブラルタ生命保険株式

会社及びプルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社の外貨建その他有価証券のう

ち債券に係る換算差額については、外国通貨による時価の変動に係る換算差額を評価差額とし、それ以

外の差額については為替差損益として処理しております。 

 

（2） デリバティブ取引の評価は時価法によっております。 

 

（3） 有形固定資産の減価償却の方法は、次の方法によっております。 

・有形固定資産（リース資産を除く）    

  定率法（ただし、平成１０年４月１日以降に取得した建物（平成 28 年 3 月 31 日以前に取得した附属設

備、構築物を除く）については定額法）を採用しております。 

・リース資産 

  所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産    

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

      

（4） 無形固定資産に計上している自社利用のソフトウエアの減価償却の方法は、利用可能期間に基づく定額

法により行っております。 

 

（5） 外貨建資産・負債は、９月末日の為替相場により円換算しております。 

 

（6） 貸倒引当金は、資産の自己査定基準及び償却・引当基準を準用して、次のとおり計上しております。 

破産、民事再生等、法的形式的な経営破綻の事実が発生している債務者（以下「破綻先」という）に対す

る債権及び実質的に経営破綻に陥っている債務者（以下「実質破綻先」という）に対する債権については、

下記直接減額後の債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収可能見込額を控除し、その残

額を計上しております。 

また、現状、経営破綻の状況にはないが、今後経営破綻に陥る可能性が大きいと認められる債務者（以

下「破綻懸念先」という）に対する債権については、債権額から担保の回収可能見込額及び保証による回収

可能見込額を控除し、その残額のうち、債務者の支払能力を総合的に判断し必要と認める額を計上してお

ります。 

上記以外の債権については、過去の一定期間における倒産確率に債権額を乗じた額及び過去の一定

期間における貸倒実績等から算出した貸倒実績率を債権額に乗じた額を計上しております。 

すべての債権は、資産の自己査定基準に基づき、関連部署が資産査定を実施し、当該部署から独立し

た資産監査部署が査定結果を監査しており、その査定結果に基づいて上記の引当を行っております。 

なお、破綻先及び実質破綻先に対する担保・保証付債権等については、債権額から担保の評価額及び

保証等による回収が可能と認められる額を控除した残額を取立不能見込額として債権額から直接減額表

示しており、その金額は 3 百万円であります。 
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（7） 退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計期末における見込額に基づき、当

中間連結会計期間末において発生していると認められる額について、退職給付債務から年金資産の額を

控除した額を計上しております。 

ただし、年金資産の額が退職給付債務を上回る制度については、退職給付に係る資産を計上しております。 

退職給付に係る会計処理の方法は以下のとおりです。 

 

 
退職給付見込額の期間帰属方法 給付算定式基準 

 
数理計算上の差異の処理年数  翌連結会計年度より５年～１０年 

 
過去勤務費用の処理年数 ５年又は１０年もしくは発生年度における一括費用処理 

 なお、親会社である当社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用しております。 

 

（8） 役員退職慰労引当金は、役員等に対する退職慰労金の支払いに備えるため、支給見込額のうち当中間

連結会計期間末において発生したと認められる額を計上しております。 

 

（9） 価格変動準備金は、保険業法第１１５条の規定に準じて算出した額を計上しております。 

 

（10） ヘッジ会計の方法は、「金融商品に関する会計基準」（企業会計基準第 10 号）に従い、外貨建債券に対

する為替変動リスク又は金利変動リスクのヘッジとして時価ヘッジ、及び外貨建債券のキャッシュ・フローの

ヘッジとして繰延ヘッジ及び為替の振当処理を行っております。 

 なお、ヘッジの有効性の判定は、主に、ヘッジ対象とヘッジ手段のキャッシュ・フローの総額又は時価変動

を比較する比率分析によっております。 

 

(11) 消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。ただし、資産にかかる控除対象外消

費税等のうち、税法に定める繰延消費税等については、その他資産に計上し５年間で均等償却し、繰延消

費税等以外のものについては当中間連結会計期間に費用処理しております。 

 

(12) 責任準備金は、保険業法第１１６条の規定に基づく準備金であり、保険料積立金については、次の方式に

より計算した金額を積み立てております。 

（プルデンシャル生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

（ジブラルタ生命保険株式会社） 

① 標準責任準備金の対象契約については、内閣総理大臣が定める方式（平成８年大蔵省告示第４８号） 

② 標準責任準備金の対象とならない契約については、平準純保険料式 

なお、保険業法施行規則第 69 条第 5 項の規定に基づき、一部の個人保険契約及び個人年金保険契

約について、追加責任準備金を３４，２８２百万円積み立てております。 

（プルデンシャル ジブラルタ ファイナンシャル生命保険株式会社） 

保険業法施行規則第６９条第４項第４号の規定に基づいて５年チルメル式及び全期チルメル式により計

算しております。なお、上記の方法により計算された金額のほか、標準責任準備金積立に向け８，０８５百

万円を積み立てております。 

 

2.会計上の変更 

 法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い

（実務対応報告第 32 号 平成 28 年 6 月 17 日）を当中間連結会計期間に適用し、平成 28 年 4 月 1 日以

後に取得した建物附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。 

 この変更による損益に与える影響額は軽微であります。 

 

3. 主な金融資産及び金融負債にかかる連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については次のとお

りであります。 

 



9 
 

（単位：百万円） 
  連結貸借対照表 

計上額 
時価 差額 

現金及び預貯金  
４０４，５４２ 

 
４０４，５４２ 

 
- 

買入金銭債権    

 満期保有目的の債券 ３６，２９７ ３９，７２６ ３，４２９ 
 その他有価証券 １４，１６８ １４，１６８ - 
有価証券    
 売買目的有価証券 ２５８，６１３ ２５８，６１３ - 
 満期保有目的の債券 ２４７，５４１ ２９７，１９３ ４９，６５２ 
 責任準備金対応債券 ９，５５９，９３７ １１，５８０，３６６ ２，０２０，４２９ 
 その他有価証券 ３，１５１，１３１ ３，１５１，１３１ - 
貸付金    
 保険約款貸付 ２６３，０７３ ２６３，０７３ - 
 一般貸付 ８３３，４６９ ８９７，７１７ ６４，２４８ 
 貸倒引当金 △６２４ - - 
  １，０９５，９１８ １，１６０，７９１ ６４，８７３ 
金融派生商品    
 ヘッジ会計が適用されていないもの １３１，８７５ １３１，８７５ - 
 ヘッジ会計が適用されているもの ６８５ ６８５ - 
（借入金）    
  （３１，０５３） （３８，２０６） △７，１５２ 

・ 貸付金に対応する一般貸倒引当金及び個別貸倒引当金を控除しております。 
・ デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項目

については、（ ）で示しております。 
・ 負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
 

① 現金及び預貯金 
全て短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によっております。 

 
② 有価証券(買入金銭債権のうち「金融商品に関する会計基準」(企業会計基準第 10 号)に基づく有価証券と

して取扱うものを含む) 
・ 市場価格のある有価証券 

９月末日の市場価格等によっております。 
 
・ 市場価格のない有価証券 

合理的に算定された価額による評価を行っております。 
 

なお、非上場株式、組合出資金等のうち組合財産が非上場株式など時価を把握することが極めて困難と

認められるもので構成されているものについては、有価証券に含めておりません。 

当該非上場株式の当中間連結会計期間末における連結貸借対照表計上額は、４１０百万円、組合出資金

等の当中間連結会計期間末における連結貸借対照表計上額は６，６１０百万円であります。 

 
③ 貸付金 

保険約款貸付は、当該貸付を解約返戻金の範囲内に限るなどの特性により返済期限を設けておらず、返
済見込み期間及び金利条件等から、時価は帳簿価額と近似しているものと想定されるため、帳簿価額を時価
としております。 
一般貸付のうち、法人向貸付については契約に基づくキャッシュ・フローを割引いて現在価値を計算して

時価としております。また、外部ブローカー等より時価が取得できる契約については、その時価を使用してお
ります。貸倒懸念債権については資産査定において、担保及び保証による回収見込み額等に基づいて個別
貸倒引当金の計算が行われており、債権額から個別貸倒引当金を差し引いた金額を時価としております。 
個人向の住宅ローン等については保証会社別の区分に基づき繰上返済率を織り込んだ将来見積りキャッ

シュ・フローを割引いて、現在価値を計算して時価としております。 
割引率はスワップレートや国債利回り等、適切な指標に信用スプレッド等を上乗せして設定しております。 

④ 金融派生商品 
   為替予約取引、通貨スワップ取引、通貨オプション取引、金利スワップ取引、金利スワップション取引及び
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クレジット・デフォルト・スワップ取引の時価については、取引先金融機関から提示された価格によっておりま
す。 

 

⑤ 借入金 

借入金は契約に基づくキャッシュ・フローをスワップレートの利回りに信用スプレッド等を上乗せした割引率
で割引いて現在価値を計算して時価としております。 

 

4. 賃貸等不動産の状況に関する事項及び賃貸等不動産の時価に関する事項 
一部の連結子会社及び子法人では、東京都その他の地域において賃貸等不動産を保有しております。当

中間連結会計期間末における当該賃貸等不動産の連結貸借対照表価額は７２，７５０百万円、時価は１０３，
５５７百万円であります。なお、時価の算定にあたっては、主要な物件については「不動産鑑定評価基準」に
基づき社外の不動産鑑定士が算定した金額（自社で指標等を用いて調整を加えたものを含む）であります。
その他の重要性が乏しい物件については、土地は相続税評価額、建物は適正な帳簿価額の合算額を時価
としております。 
また、賃貸等不動産の連結貸借対照表価額に含まれている資産除去債務に対応する額は３８百万円であ

ります。 

 

 

5. 貸付金のうち、破綻先債権、延滞債権、３ヵ月以上延滞債権及び貸付条件緩和債権の合計額は２，３８９百

万円であります。なお、それぞれの内訳は以下のとおりであります。 

貸付金のうち、破綻先債権額は２５８百万円、延滞債権額は２，０１６百万円であります。 

上記取立不能見込額の直接減額は、延滞債権額３百万円であります。 

なお、破綻先債権とは、元本又は利息の支払の遅延が相当期間継続していることその他の事由により元本

又は利息の取立て又は弁済の見込みがないものとして未収利息を計上しなかった貸付金（貸倒償却を行った

部分を除く。以下「未収利息不計上貸付金」という。）のうち、法人税法施行令第９６条第１項第３号のイからホ

までに掲げる事由又は同項第４号に規定する事由が生じている貸付金であります。 

また、延滞債権とは、未収利息不計上貸付金であって、破綻先債権及び債務者の経営再建又は支援を図

ることを目的として利息の支払を猶予した貸付金以外の貸付金であります。 

貸付金のうち、３ヵ月以上延滞債権はありません。 

なお、３ヵ月以上延滞債権とは、元本又は利息の支払が、約定支払日の翌日を起算日として３ヵ月以上延

滞している貸付金で破綻先債権及び延滞債権に該当しないものであります。 

貸付金のうち、貸付条件緩和債権額は、１１４百万円であります。 

なお、貸付条件緩和債権とは、債務者の経営再建又は支援を図ることを目的として、金利の減免、利息の

支払猶予、元本の返済猶予、債権放棄その他債務者に有利となる取決めを行ったもので、破綻先債権、延

滞債権及び３ヵ月以上延滞債権に該当しない貸付金であります。 

 

6.  特別勘定資産の額は２４２，９２８百万円であります。 

なお、負債の額も同額であります。  

 

7. 契約者配当準備金の異動状況は次のとおりであります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

8. 関係会社（連結される子会社及び子法人等を除く）の出資金は１，６４２百万円であります。 

 

9. 担保に供されている資産の額は、有価証券２１，７３３百万円であります。 

また、担保付き債務の額はありません。 

当連結会計年度期首現在高       ３５，９８０百万円 

当中間連結会計期間契約者配当金支払額 ９，１８９百万円 

利息による増加等 １７百万円 

契約者配当準備金繰入額 ５，９３３百万円 

その他による減少 ６百万円 

当中間連結会計期間末現在高 ３２，７３５百万円 
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10. １株当たりの純資産額は、６９０，２４２，２１４円４０銭であります。 

  

11. 保険業法第２５９条の規定に基づく生命保険契約者保護機構に対する当中間連結会計期間末における今

後の負担見積額は３３，５６５百万円であります。なお、当該負担金は拠出した連結会計年度の事業費として

処理しております。 

 

12. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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注記事項（中間連結損益計算書関係） 

 

1. １株当たりの中間純利益は５７，３３９，２５３円９４銭であります。 

 

2. 金額は記載単位未満を切捨てて表示しております。 
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